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松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務委託

Ⅰ. 　直　接　人　件　費 1式

Ⅱ. 　特　別　経　費 1式

Ⅲ. 　技　術　経　費 1式

Ⅳ. 　諸　経　費 1式

　委　託　価　格 1式

　消費税及び地方消費税 1式

　委　託　費　 計 1式

金額



建築設計業務委託共通仕様書 

 

第１章 総  則 

 

１．１ 適  用 

 

 １．建築設計業務委託共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は営繕工事に係

  る建築設計（建築の意匠及び構造、電気設備、機械設備の基本設計、実施設計及

  び積算をいう。）の業務（以下「設計業務」という。）委託に適用する。 

 ２．設計仕様書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められて

  いる事項は、契約の履行を規定するものとする。 

      ただし、設計仕様書の間に相違がある場合、設計仕様書の優先順位は、次の(1)

  から(4)の順序のとおりとする。 

  (1) 現場説明書及び質問回答書 

  (2) 別冊の図面 

  (3) 特記仕様書 

  (4) 共通仕様書 

 ３．受注者は、前項の規定により難い場合又は設計仕様書に明示のない場合若しく

  は疑義を生じた場合には、監督職員と協議するものとする。 

   

１．２ 用語の定義 

 

   共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

 １．「発注者」とは、市長又は市長の委任を受けた者をいう。 

  ２．「受注者」とは、設計業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した個人若

  しくは会社その他の法人をいう。 

 ３．「監督職員」とは、契約図書の定められた範囲内において受注者又は管理技術

  者に対する指示、承諾又は協議の職務等を行う者で、契約書に定める者であり、

  総括監督員、主任監督員、監督員を総称していう。 

 ４．「検査職員」とは、設計業務の完了の検査に当たって、契約書の規定に基づき、

検査を行う者をいう。 

 ５．「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者で、

  契約書の規定に基づき、受注者が定めた者をいう。 

 ６．「契約図書」とは、契約書及び設計仕様書をいう。 



 ７．「契約書」とは、建築設計業務委託契約書をいう。 

 ８．「設計仕様書」とは、別冊の図面、仕様書、現場説明書及びこれらの図書に係

  る質問回答書並びに現場説明に対する質問回答書をいう。 

 ９．「仕様書」とは、共通仕様書及び特記仕様書（特記仕様書において定める資料 

  及び基準等を含む。）を総称していう。 

 10．「共通仕様書」とは、各設計業務に共通する事項を定める図書をいう。 

 11．「特記仕様書」とは、当該設計業務の実施に関する明細又は特別な事項を定め 

  る図書をいう。 

 12．「現場説明書」とは、設計業務の入札等に参加する者に対して、発注者が当該 

  設計業務の契約条件を説明するための書面をいう。 

 13．「質問回答書」とは、別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に関する 

  入札等参加者からの質問書に対して、発注者が回答する書面をいう。 

 14．「図面」とは、入札等に際して発注者が交付した図面及び発注者から変更又は 

  追加された図面及び図面のもとになる計算書等をいう。 

  15．「指示」とは、監督職員が受注者に対し、設計業務の遂行上必要な事項につい 

  て書面をもって示し、実施させることをいう。 

 16．「請求」とは、発注者又は受注者が契約内容の履行若しくは変更に関して相手 

  方に書面をもって行為若しくは同意を求めることをいう。 

 17．「通知」とは、発注者若しくは監督職員が受注者に対し、又は受注者が発注者

  若しくは監督職員に対し、設計業務に関する事項について、書面をもって知らせ

  ることをいう。 

 18．「報告」とは、受注者が監督職員に対し、設計業務の遂行に係る事項について、

  書面をもってしらせることをいう。 

 19．「申出」とは、受注者が契約内容の履行又は変更に関して、発注者に対して、

  書面をもって同意を求めることをいう。 

 20．「承諾」とは、受注者が監督職員に対し、書面で申し出た設計業務の遂行上必

  要な事項について、監督職員が書面により同意することをいう。 

 21．「質問」とは、不明な点に関して、書面をもって問うことをいう。 

 22．「回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 

 23．「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対

  等の立場で合議することをいう。 

 24．「提出」とは、受注者が監督職員に対し、設計業務に係る書面又はその他の資

  料を説明し、差し出すことをいう。 

 25．「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日及び氏名が記載さ 



れたものを有効とする。 

26．「検査」とは、契約図書に基づき、設計業務の確認をすることをいう。 

 27．「打合せ」とは、設計業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監

督職員が面談により、業務の方針、条件等の疑義を正すことをいう。 

 28．「修補」とは、発注者が受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見し

  た場合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

 29．「協力者」とは、受注者が設計業務の遂行に当たって、その業務の一部を再委

  託する者をいう。 

 30. 「天井等」とは、吊天井のほか、照明器具、バスケットゴール等高所に設置さ 

れたものを含むことをいう。 

 

第２章 設計業務の範囲 

 

   設計業務の範囲及び内容は次に揚げるところによる。 

 １.設計業務の範囲は特記による。 

 ２．業務の内容は、平成31年国土交通省告示第98号別添一第1項に掲げるものを基

本とする。 

 

第３章 業務の実施 

 

３．１ 業務の着手 

 

   受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後14日以内に設計業

  務に着手しなければならない。この場合において、着手とは、管理技術者が設計

  業務の実施のため監督職員との打合せを開始することをいう。 

 

３．２ 設計業務の条件 

 

 １．受注者は、業務の着手に当たり、設計仕様書を基に設計条件を設定し、監督職 

  員の承諾を得なければならない。また、受注者は、これらの設計仕様書に示され 

  ていない設計条件を設定する必要がある場合、事前に監督職員の指示又は承諾を 

  受けなければならない。 

 ２．受注者は、設計計算書に、計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにそ 

  の計算過程を明記するものとする。また、電子計算機によって設計計算を行う場 



  合は、プログラムと使用機種について事前に監督職員と協議し、その承諾を得な 

  ければならない。 

 

３．３ 適用基準等 

 

 １．受注者は、業務の実施に当たっては、特記仕様書に定める基準等（以下「適用 

  基準等」という。）に基づき行うものとする。 

 ２．受注者は、適用基準等により難い特殊な工法、材料、製品等を採用しようとす 

  る場合には、あらかじめ、監督職員と協議し、その承諾を得なければならない。 

 ３．適用基準等で市販されているものについては、受注者の負担において備えるも 

  のとする。 

 

３．４ 監督職員 

 

 １．発注者は、設計業務における監督職員を定め、受注者に通知するものとする。 

 ２．監督職員は、契約図書に定められた範囲内において、指示、承諾、協議等の職

  務を行うものとする。 

 ３．監督職員の権限は、契約書に定める事項とする。 

 ４．監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。 

   ただし、緊急を要する場合、監督職員が受注者に対し口頭による指示等を行っ 

  た場合には、受注者はその指示等に従うものとする。監督職員はその指示等を行

  った後7日以内に書面により受注者にその内容を通知するものとする。 

 

３．５ 管理技術者 

 

 １．受注者は、設計業務における管理技術者を定め、発注者に通知するものとする｡ 

 ２．管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

 ３．管理技術者の資格要件は、特記仕様書による。また、管理技術者は、日本語に 

  堪能でなければならない。 

 ４．管理技術者に委任できる権限は、契約書に定める事項とする。 

   ただし、受注者が管理技術者に委任できる権限を制限する場合は、発注者に書 

  面をもってその内容を含め報告しない限り、管理技術者は受注者の一切の権限  

  （契約書の規定により行使できないとされた権限を除く。）を有するものとされ、

  発注者及び監督職員は、管理技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。 



 

 ５．管理技術者は、監督職員が指示するところにより、関連する他の設計業務の受 

  注者と十分に協議のうえ、相互に協力しつつ、業務を実施しなければならない。 

 

３．６ 提出書類 

 

 １．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に、関係書類を監督職員 

  を経て、発注者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料（以下 

  「委託料」という。）に係る請求書、請求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、 

  監督職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際指定した書類を

除く。 

 ２．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者にお 

  いて様式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場 

  合は、これに従わなければならない。 

 

３．７ 打合せ及び記録 

 

 １．設計業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に密接な 

  連絡をとり、業務の方針、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、 

  その都度受注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならな 

  い。 

 ２．設計業務着手時及び特記仕様書に定める時期において、管理技術者と監督職員 

  は打合せを行うものとし、その結果について、管理技術者が書面（打合せ記録簿） 

  に記録し、相互に確認しなければならない。 

 

３．８ 業務計画書 

 

 １．受注者は、契約締結後14日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出しなけ 

  ればならない。 

 ２．業務計画書には、契約図書に基づき、次の事項を記載するものとする。 

  (1) 業務工程 

  (2) 管理技術者 

  (3) 業務実施体制 

  (4) 協力者がある場合は、協力者の概要、担当する業務内容及び担当技術者 



  (5) その他、監督職員が必要に応じ指定する事項 

 ３．受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、 

  その都度監督職員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

 ４．監督職員が指示した事項については、受注者は更に詳細な業務計画に係る資料 

  を提出しなければならない。 

 

３．９ 資料の貸与及び返却 

 

 １．監督職員は、特記仕様書において貸与すると定める図面及び適用基準等並びに 

  その他関連資料（以下「貸与資料」という。）を受注者に貸与するものとする。 

 ２．受注者は、貸与資料の必要がなくなった場合は直ちに監督職員に返却するもの 

  とする。 

 ３． 受注者は、貸与資料を善良な管理者の注意をもって取扱わなければならない。 

  万一、損傷した場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

 ４．受注者は、特記仕様書に定める守秘義務が求められる資料については、これを 

  他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。 

 

３．１０ 関係官公庁への手続き等 

 

 １．受注者は、設計業務の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等への手続 

  きの際に協力しなければならない。また、受注者は、設計業務を実施するため、 

  関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

 ２．受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅延なくその旨を監督職員 

  に報告し協議するものとする。 

 

３．１１ 設計業務の成果物 

 

 １．受注者は設計業務が完了したときは、設計仕様書に示す成果物を業務完了通知

  書とともに提出し、検査を受けるものとする。 

 ２．受注者は、設計仕様書に定めがある場合又は監督職員が指示し、これに同意し 

  た場合には、履行期間途中においても、成果物の部分引渡しを行うものとする。 

 ３．成果物において使用する計量単位は、国際単位系（SI単位）のほか、非SI単位 

  を併記することができるものとする。 

 ４．成果物には、特定の製品名、製造所名又はこれらが推定されるような記載をし 



  てはならない。これにより難い場合には、あらかじめ、監督職員と協議し、承諾 

  を得る。 

 

３．１２ 関連する法令、条例等の遵守 

 

   受注者は、設計業務の実施に当たっては、関連する法令、条例等を遵守しなけ 

  ればならない。 

 

３．１３ 検  査 

 

 １．受注者は、契約書の規定に基づいて、発注者に対して業務の完了を業務完了通

知書により通知する時までに、契約図書により義務付けられた書類の整備を完了

し、監督職員に提出しておかなければならない。 

 ２．検査職員は、監督職員及び管理技術者の立会のうえ、次の各号に揚げる検査を 

  行うものとする。 

  (1) 設計業務成果物の検査 

  (2) 設計業務管理状況の検査（設計業務の状況について、書類、記録、写真等に

   より検査を行う。） 

 

３．１４ 修  補 

 

 １．受注者は、発注者から修補を求められた場合には、速やかに修補をしなければ 

  ならない。 

 ２．検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定 

  めて修補を指示することができるものとする。 

 ３．検査職員が修補の指示をした場合には、修補の完了の確認は検査職員の指示に 

  従うものとする。 

 ４．検査職員が指示した期間内に修補が完了しなかった場合には、発注者は、契約 

  書の規定に基づき検査の結果を受注者に通知するものとする。 

 

３．１５ 条件変更等 

 

 １．契約書に定める「予期することのできない特別な状態」とは、発注者と受注者

が協議し当該規定に適合すると判断した場合とする。 



 ２．監督職員が、受注者に対して契約書に定める設計仕様書の変更又は訂正の指示

を行う場合は、書面によるものとする。 

 

３．１６ 契約内容の変更 

 

 １．発注者は、次の各号に揚げる場合において、設計業務委託契約の変更を行うも 

  のとする。 

  (1) 業務委託料の変更を行う場合 

  (2) 履行期間の変更を行う場合 

  (3) 監督職員と受注者が協議し、設計業務施行上必要があると認められる場合 

(4)  契約書の規定に基づき業務委託料の変更に代える設計仕様書の変更を行う

場合 

 ２．発注者は、前項の場合において、変更する契約図書を次の各号に基づき作成す 

  るものとする。 

  (1) ３．１４の規定に基づき監督職員が受注者に指示した事項 

  (2) 設計業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済の事項 

  (3) その他発注者又は監督職員と受注者との協議で決定された事項 

 

３．１７ 履行期間の変更 

 

 １．発注者は、受注者に対して設計業務の変更の指示を行う場合においては、履行 

  期間の変更を行うか否かを合わせて事前に通知しなければならない。 

 ２．受注者は、契約書の規定に基づき、履行期間の延長が必要と判断した場合には、

履行期間の延長理由、必要とする延長日数の算定根拠、修正した業務工程表その

他必要な資料を発注者に提出しなければならない。 

 ３．契約書の規定に基づき発注者の請求により履行期間を短縮した場合には、受注

者は、速やかに、業務工程表を修正し提出しなければならない。 

 

３．１８ 一時中止 

 

 １．契約書の規定により、次の各号に該当する場合において、発注者は、受注者に

通知し、必要と認める期間、設計業務の全部又は一部を一時中止させるものとす

る。 

  (1) 関連する他の設計業務の進捗が遅れたため、設計業務の続行を不適当と認め



   た場合 

  (2) 環境問題等の発生により設計業務の続行が不適当又は不可能となった場合 

  (3) 天災等により設計業務の対象箇所の状態が変動した場合 

 ２．発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は監督職員の指示に従わない場合等、 

  監督職員が必要と認めた場合には、設計業務の全部又は一部を一時中止させるこ 

  とができるものとする。 

 

３．１９ 発注者の賠償責任 

 

 １．発注者は、次の各号に該当する場合においては、損害の賠償を行わなければな 

  らない。 

  (1) 契約書に定める一般的損害、契約書に定める第三者に及ぼした損害について、

発注者の責に帰すべきものとされた場合 

  (2) 発注者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合 

 

３．２０ 受注者の賠償責任 

 

 １．受注者は、次の各号に該当する場合においては、損害の賠償を行わなければな 

  らない。 

  (1) 契約書に定める一般的損害、契約書に定める第三者に及ぼした損害について、

受注者の責に帰すべきものとされた場合 

  (2) 契約書に定める契約不適合責任に係る損害が生じた場合 

 

３．２１ 部分使用 

 

 １．発注者は、次の各号に揚げる場合において、契約書の規定に基づき、受注者に

対して成果物の一部の使用を請求することができるものとする。 

  (1) 別途設計業務の用に供する必要がある場合 

  (2) その他特に必要と認められた場合 

 ２．受注者は、成果物の一部の使用に同意した場合には、成果物の一部の使用同意 

  書を発注者に提出するものとする。 

 

 

３．２２ 再委託 



 

 １．契約書に定める「指定した部分」とは、設計業務等における総合的な企画及び

判断並びに業務遂行管理をいい、受注者は、これを再委託することはできない。 

 ２．コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製作、 

  透視図作成等の簡易な業務は、契約書に定める「軽微な部分」に該当するものと

し、受注者が、この部分を第三者に再委託する場合は、発注者の承諾を必要とし

ない。 

 ３．受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、発注 

  者の承諾を得なければならない。 

 ４．受注者は、設計業務を再委託に付する場合においては、書面により行い、協力 

  者との関係を明確にしておくとともに、協力者に対し設計業務の実施について適 

  切な指導及び管理のもとに設計業務を実施しなければならない。 

   なお、協力者は、松戸市建設工事等入札参加業者資格者（設計等）である場合

  は、指名停止期間中であってはならない。 

 

３．２３ 特許権等の使用 

 

   受注者は、契約書の規定に基づき、発注者に特許権等の使用に関して要する費

用負担を求める場合、権利を所有する第三者と補償条件の交渉を行う前に発注者

の承諾を得なければならない。 

 

 

３．２４ 守秘義務 

 

   受注者及び協力者は、契約書の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を

第三者に漏らしてはならない。 

 

 

 

 

 

 



建築設計業務委託特記仕様書 
 

Ⅰ 業務概要 
 １．業務名称 （松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務委託） 

 

 ２．計画施設概要 

(1) 施設名称  （ 松戸市立六実中学校                ） 

  (2) 敷地の場所 （ 松戸市六高台五丁目１６６番地の１          ） 

   (3) 施設用途  （ 中学校          ） 

              平成 31 年国土交通省告示第 98 号 別添二 第七号第１類とする。 

 

 ３．設計与条件 

  (1) 敷地の条件 

   ａ．敷地の面積       （  20,577 ㎡            ） 

      ｂ．用途地域及び地区の指定 （  第１種低層住居専用地域   ） 

  (2) 施設の条件 

   ａ．施設の延べ面積     （  10,478.29 ㎡           ） 

      ｂ．主要構造        （  鉄筋コンクリート造      ） 

   ｃ．耐震安全性の分類 

        「総合耐震計画基準」（平成 8年 10 月 24 日付け建設省営計発第 100 号）によ

る、耐震安全性の分類は以下のとおりとする。 

    1) 構造体        Ⅱ 類 

        2) 建築非構造部材    Ａ 類 

        3) 建築設備       乙 類 

  (3) 建築の条件 

   ａ．工事費          （                               ） 

      ｂ．建設工期         （ 令和 6 年 7 月～令和 6年 12 月   ） 

  (4) 設計与条件については、次による。 

   ・トイレ改修工事に係る実施設計 

（段差解消、大便器の洋便器化及び車椅子対応ブースの設置等） 

   ・上記に伴う電気設備及び機械設備の実施設計 

 

 

 

   

 

 



Ⅱ 業務仕様 
   特記仕様書に記載されていない事項は、「建築設計業務委託共通仕様書」による。 

 

 １．特記仕様書の適用 

   特記仕様書に記載された特記事項の中で・印の付いたものについては、○印の  

付いたものを適用する。 

 

 ２．管理技術者の資格要件 

   管理技術者の資格要件は次による。 

 ○・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士 

      担当技術者の資格要件は次による。 

   なお、管理技術者は次の担当技術者を兼ねることができる。 

   ａ．建築（意匠・構造）担当者 

 ○・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士 

   ｂ．建築設備（機械・電気）担当者 

    ○・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による建築設備士 

   もしくは上記と同等以上の知識及び経験を有すると認められる者 

 

 ３．プロポーザル又はコンペ方式により業務を受注した場合の業務履行 

   受注者は、プロポーザル又はコンペ方式により設計業務を受託した場合には、  

技術提案書等により提案された履行体制により当該業務を履行する。 

 

 ４．設計ＶＥの施行 

   本業務委託についての設計ＶＥは次による。 

・施行する 

○・施行しない 

 

 ５．設計業務の範囲 

 （1） 基本計画策定業務 

    ・建築（意匠）基本計画の策定 

    ・建築（構造）基本計画の策定 

 

  (2) 基本設計 

    ・建築（意匠）基本設計 

        ・建築（構造）基本設計 

        ・電気設備基本設計 

        ・機械設備基本設計 



  (3) 実施設計 

       ○・建築（意匠）実施設計 

       ・建築（構造）実施設計 

       ○・電気設備実施設計 

    ○・機械設備実施設計 

・透視図作成   ［種類（   ）判の大きさ（  ），枚数（ ） 

                       額の有無（ ）及び材質（   ）］ 

・透視図の写真撮影［カット枚数（  ） 

                          判の大きさ（  ）及び白黒・カラーの別（  ）］ 

    ・模型製作    ［縮尺（  ），主要材料（スチレンボード） 

                      ケースの有無（有）及び材質（アクリル）］ 

       ・模型の写真撮影 ［カット枚数（  ） 

                         判の大きさ（  ）及び白黒・カラーの別（  ）］ 

       ・計画通知申請書類作成及び手続き（確認済証の交付までとする） 

・松戸市中高層建築物の建築等にかかる紛争の予防及び調整に関する条例に 

よる届出書の作成及び申請手続き業務 

（事業計画公開版の作成、設置届の届出、日影図の作成） 

       ・防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続き業務 

    ・省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務 

    ○・「千葉県建設リサイクルガイドライン」に基づくリサイクル計画書作成業務 

       ・許可申請、その他法令に基づく手続き業務 

       ・耐震診断判定 

 ・耐震補強判定 

 

６．業務の実施 

  (1) 一般事項 

   ａ．基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行う。 

ｂ．実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等によ

って行う。 

      ｃ．積算業務は、調査職員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等によっ 

て行う。 

 

(2) 打合せ及び記録 

    打合せは次の時期に行う。 

   ａ．業務着手時 

   ｂ．調査職員又は管理技術者が必要と認めた時 

   ｃ．その他（                            ） 



(3) 適用基準等 

    特記なき場合は、最新版の国土交通大臣官房官庁営繕部が制定又は監修したも

のとする。 

 

   ａ．建  築                               

     ○・官庁施設の基本的性能基準            

          ○・官庁施設の総合耐震計画基準           

          ○・官庁施設の総合耐震診断・改修基準    

          ○・建築工事設計図書作成基準        

     ○・敷地調査共通仕様書           

     ○・公共建築工事標準仕様書(建築工事編)    

     ○・公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編)  

     ・公共住宅建設工事共通仕様書 

○・建築設計基準                

○・建築改修設計基準              

○・建築構造設計基準              

・鉄骨設計標準図               

○・建築工事標準詳細図             

・擁壁設計標準図               

・構内舗装・排水設計基準           

○・表示・標識標準               

・官庁施設の環境保全性に関する基準      

・省エネルギー建築設計指針               

・屋内運動場等の耐震性能診断基準         

○・千葉県福祉のまちづくり条例           

  

   ｂ．建築積算 

○・公共建築工事積算基準 

・公共住宅建築工事積算基準            

○・公共建築数量積算基準・同解説        

○・公共建築工事内訳書標準書式         

○・公共建築工事見積標準書式          

 

   ｃ．設  備 

○・官庁施設の総合耐震計画基準         

○・官庁施設の総合耐震診断・改修基準      

○・建築設備計画基準              



○・建築設備設計基準              

○・建築設備設計図書作成基準          

○・公共建築工事標準仕様書(電気設備編)     

○・公共建築改修工事標準仕様書(電気設備編)  

○・公共建築設備工事標準図(電気設備編)      

○・公共建築工事標準仕様書(機械設備編) 

○・公共建築改修工事標準仕様書(機械設備編)  

○・公共建築設備工事標準図(機械設備編) 

・公共住宅建設工事共通仕様書      

・排水再利用・雨水利用ｼｽﾃﾑ設計基準       

○・建築設備耐震設計・施工指針          

○・建築設備設計計算書作成の手引         

・官庁施設の環境保全性に関する基準       

○・省エネルギー建築設計指針           

・松戸市下水道条例 

                       

ｄ．設備積算 

○・公共建築工事積算基準(設備工事編) 

・公共住宅電気設備工事積算基準 

・公共住宅機械設備工事積算基準 

○・公共建築設備数量積算基準・同解説       

○・公共建築工事内訳書作成書式(設備工事編)  

○・公共建築工事見積標準書式(設備工事編)                         

   

  (4) 資料の貸与及び返却 

 
    貸与資料    摘  要 

 ○・新築工事設計図書一式 

 ○・各改修工事設計図書一式 

 ○・参考設計図書一式 

 ・ 

 

             

            貸与場所（ 建築保全課  ）  貸与時期（ 契約後    ） 

            返却場所（ 建築保全課  ）    返却時期（ 業務終了後  ） 

 

 (5) 成果物の提出場所（ 建築保全課 ） 



 ７．成 果 物 

 

  (1) 基本計画 

 

        成   果   物   縮 尺     摘要 

建 
 
 
 

築 
 

［ 

意 
 
 

匠 

］ 

   ・ 仕様概要表  

   ・ 仕上表 

   ・ 面積表及び求積図 

   ・ 敷地案内図 

   ・ 配置図 

   ・ 平面図（各階） 

   ・ 断面図 

   ・ 立面図（各面） 

   ・ 矩計図（主要部詳細） 

 ・ 計画説明書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 日影図 

   ・ 透視図 

   ・ 模型 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

  

建 

築
［ 

構 

造 

］ 

   ・ 基本構造計画案 

   ・ 構造計画概要書 

   ・ 仕様概要書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

  

       （注）：建築（構造）の成果図書は、建築（意匠）基本設計の成果図書の 

              中に含めることもできる。 

 

 

 

 

 



  (2) 基本設計 

 

 

        成   果   物   縮 尺     摘要 

建 
 
 
 

築 
 

［ 

意 
 
 

匠 

］ 

   ・ 仕様概要表  

   ・ 仕上表 

   ・ 面積表及び求積図 

   ・ 敷地案内図 

   ・ 配置図 

   ・ 平面図（各階） 

   ・ 断面図 

   ・ 立面図（各面） 

   ・ 矩計図（主要部詳細） 

 ・ 計画説明書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 日影図 

   ・ 透視図 

   ・ 模型 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

  

建 

築
［ 

構 

造 

］ 
   ・ 基本構造計画案 

   ・ 構造計画概要書 

   ・ 仕様概要書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

   ・ （             ） 

  

       （注）：建築（構造）の成果図書は、建築（意匠）基本設計の成果図書の 

              中に含めることもできる。 

 

 



        成   果   物   縮 尺     摘要  
 

電 

気 

設 

備 

   ・ 電気設備計画概要書 

   ・ 仕様概要書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   

機 

械 

設 

備 

   ・ 空気調和設備計画概要書 

   ・ 給排水衛生設備計画概要書 

   ・ 仕様概要書 

   ・ 工事費概算書 

   ・ 各種技術資料 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

  

       （注）：電気及び機械設備の成果図書は、建築（意匠）基本設計の成果図 

       書の中に含めることもできる。 

 

 



  (3) 実施設計                                                           

  

 

        成   果   物   縮 尺     摘要  

建 
 
 
 
 

築 
 
 

［ 
 

意 
 
 

匠 
 

］ 

   ○・  仕様書 

   ○・  仕上表 

   ・ 面積表及び求積図 

   ○・  敷地案内図 

   ○・  配置図 

   ○・  平面図（各階） 

   ・ 断面図 

   ・ 立面図（各面） 

   ○・  矩計図 

   ○・  展開図 

   ○・  天井伏図 

   ○・  平面詳細図 

   ・ 断面詳細図 

   ○・  部分詳細図 

   ○・  建具表 

   ・ 外構図 

○・ 仮設計画図 

   ・ 計画通知図書 

   ○・  建築工事積算数量算出書 

   ○・  建築工事積算数量調書 

   ・ 防災計画図書 

   ・ 省エネルギー関係計算書 

   ・ 日影図 

   ・ 模型  

   ・ 透視図 

   ○・ リサイクル計画書 

   ○・  各種技術資料 

  

 



        成   果   物   縮 尺     摘要  
 

建 
 
 

築 

［ 

構 
 

造 

］ 

   ・ 構造設計図 

    (ｱ) 伏図 

   (ｲ) 軸組図 

    (ｳ) 各部断面図 

    (ｴ) 標準詳細図 

    (ｵ) 各部詳細図 

   ・擁壁設計図 

    (ｱ) 案内・配置図 

   (ｲ) 仕様書 

    (ｳ) 基礎図 

    (ｴ) 擁壁詳細図 

   ・ 構造計算書 

   ・ 仕様書 

   ・ 計画通知図書 

   ・ 構造計算概要書 

   ・ 建築工事積算数量算出書 

   ・ 建築工事積算数量調書 

   ・ 耐震診断判定書 

   ・ 耐震補強判定書 

   ・ 各種技術資料 

（                ） 

（            ） 

（                ） 

   

       （注）：建築（構造）の成果図書は、建築（意匠）実施設計の成果図書の 

              中に含めることもできる。 

 

 

 

 



        成   果   物   縮 尺     摘要  
 

電 
 
 

気 
 
 

設 
 
 

備 
 
 
 

 

   ○・ 仕様書 

   ○・ 敷地案内図 

   ○・ 配置図 

   ○・ 電灯設備図 

   ・ 動力設備図 

   ・ 受変電設備図 

   ・ 自家発電設備図 

   ・ 避雷設備図 

   ・ 構内交換設備図 

   ・ 構内情報通信網設備図 

   ・ 電気時計拡声設備図 

   ・ インターホン設備図 

   ・ テレビ共同受信設備図 

   ○・ 火災報知設備図 

   ・ 中央監視制御設備図 

   ・ 防犯設備図 

   ・ 搬送機設備図 

   ・ 構内配線経路図 

   ・ 計画通知図書 

   ○・ 各種計算書 

   ○・ 電気設備工事積算数量算出書 

   ○・ 電気設備工事積算数量調書 

   ・ 防災計画図書 

   ・ 省エネルギー関係計算書 

   ○・ 各種技術資料 

   ・ （            ） 

   ・ （            ） 

   

 

 

 

 

 



        成   果   物   縮 尺     摘要  
 

機 
 

 

械 
 

 

設 
 

 

備 
 

 
 

 

   ○・ 仕様書 

   ○・ 敷地案内図 

   ○・ 配置図 

   ○・ 機器表 

   ・ 空気調和設備図 

   ○・ 換気設備図 

   ・ 排煙設備図 

   ○・ 衛生器具設備図 

   ○・ 給水設備図 

   ○・ 排水設備図 

   ・ 給湯設備図 

   ・ 消火設備図 

   ・ 厨房機器設備図 

   ・ ガス設備図 

   ・ 焼却炉設備図 

   ・ 屎尿浄化槽設備図 

   ・ ごみ処理設備図 

   ・ さく井設備図 

   ・ 自動制御設備図 

   ・ 特殊設備図 

   ○・ 屋外設備図 

   ・ 計画通知図書 

   ○・ 各種計算書 

   ○・ 機械設備工事積算数量算出書 

   ○・ 機械設備工事積算数量調書 

   ・ 防災計画図書 

   ・ 省エネルギー関係計算書 

   ○・ 各種技術資料 

   ・ （            ） 

   

 

 



 ８．提出部数等 

  (1) 基本設計 

    成果物等  原 図  陽画焼  製本形態    摘  要 

 (A1判以外は特記) 

 ａ．建  築（意匠） 

・ 建築（意匠）設計図 

・ 基本設計説明書 

・ 工事費概算書 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ・電子データ及び出力データ 

 ｂ．建  築（構造） 

・ 基本構造計画案 

・ 構造計画概要書 

・ 構造仕様概要書 

・ 工事費概算書 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ・電子データ及び出力データ 

 ｃ．電気設備 
・ 電気設備計画概要書 

・ 仕様概要書 

・ 工事費概算書 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

  

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

  

 ・電子データ及び出力データ 

 ｄ．機械設備 

・ 空気調和設備計画概要書 

・ 給排水衛生設備計画概要書 

・ 仕様概要書 

・ 工事費概算書 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ・電子データ及び出力データ 

 ｅ．その他 

・ 日影図 

 ・ 透視図 

 ・ 模型 

 各 部 

 各 部 

 

 ( )部 

 ( )部 

 ・電子データ及び出力データ 

 ｆ．資  料 

・ 各技術資料 

・ 各記録書 

・ ＣＡＤデータ 

 一 式 

 一 式 

 一 式 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 
・電子データ及び出力データ 

 

 

       （注）：ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着 

       手時に監督職員と協議する。 

 



   (2) 実施設計 

 

    成果物等  原 図  陽画焼  製本形態    摘  要 

 (A1判以外は特記) 

 ａ．建  築（意匠） 

 ○・ 建築（意匠）設計図 

 ・ 計画通知図書 

 ○・ 建築工事積算数量算出書 

 ○・ 建築工事積算数量調書 

 ○・ 建築工事設計内訳書 

 ・（          ） 

 各 部 

 各 部 

 各１部 

 各１部 

 各１部 

 各 部 

 (３)部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

･現場製本 

 

 

 

 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

 

 

 

・電子データ及び出力データ 

 ｂ．建  築（構造） 

 ・ 建築（構造）設計図 

 ・ 構造計算書 

 ・（          ） 

 各 部 

 各 部 

 ( )部 

 ( )部 

 ｃ．電気設備 

 ○・ 電気設備設計図 

 ○・ 電気設備設計計算書 

 ・ 計画通知図書 

 ○・ 電気設備工事積算数量算出書 

 ○・ 電気設備工事積算数量調書 

 ○・ 電気設備工事設計内訳書 

 ・ （          ） 

 各 部 

 各１部 

 各 部 

 各１部 

 各１部 

 各１部 

 各 部 

 (３)部 

 (  )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

･現場製本  

 

・電子データ及び出力データ 

 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

 

 ｄ．機械設備 

 ・ 空気調和設備設計図 

 ○・ 給排水衛生設備設計図 

 ・ 空気調和設備設計計算書 

 ○・ 給排水衛生設備設計計算書 

 ・ 計画通知図書 

 ○・ 機械設備工事積算数量算出書 

 ○・ 機械設備工事積算数量調書 

 ○・ 機械設備工事設計内訳書 

 ・ （          ） 

 各 部 

 各 部 

 各 部 

 各１部 

 各 部 

 各１部 

 各１部 

各１部 

 (  )部 

 (３)部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

( )部 

･現場製本  

 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

・電子データ及び出力データ 

 

       

 

  



    成果物等  原 図  陽画焼  製本形態    摘  要 

 (A1判以外は特記) 

 ｅ．その他 

・ 日影図 

・ 透視図 

・ 模型  

 ・ 防災計画書 

・ 省エネルギー関係計算書 

○・ リサイクル計画書 

 ・ 施設台帳 

・ 耐震診断判定書 

・ 耐震補強判定書 

・ 二次部材の診断表 

・ 許可通知書 

 ・ 確認済証 

 ・ （          ） 

 各 部 

 各 部 

 

 各 部 

各 部 

 各１部 

 各 部 

各 部 

各 部 

 

 

各 部 

 

 (  )部 

 (  )部 

 

 (  )部 

 (  )部 

 (  )部 

 (  )部 

(  )部 

 (  )部 

 

 

(  )部 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

原本１部、副本１部 

原本１部、副本１部 

 ｆ．資  料 

 ○・ 各技術資料 

 ・ 構造計算データ 

 ○・ 各記録書 

 ○・ ＣＡＤデータ 

 ・ （          ） 

 

 

 各1部 

 各 部 

 各1部 

 各1部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

 ( )部 

  

電子データ及び出力データ 

 

「松戸市建築ＣＡＤ図面作成ガ

イドライン」による 

 

 

    

     （注）：ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着 
       手時に監督職員と協議する。 
 
 
  (3) 設計原図の大きさ等 
  ａ．設計原図の大きさ      Ａ１判 

 

 

  (4) 設計図の電子データの作成について 
 ａ．建築保全課へ提出するCADデータの保存形式は原則dwg形式とし、仕様については 

松戸市建築保全課CAD製図基準とする。 

 なお、他の保存形式を用いる場合は監督職員と協議の上、建築保全課のPCにて動作 

確認ができること。 

 

 



松戸市建築保全課CAD製図基準

１．図面の大きさ

２．輪郭線

３．表題欄

４．線の太さ・種類

５．色

６．文字

７．レイヤリスト

付属資料（使用文字・使用可能文字一覧）

 

 

松 戸 市 街 づ く り 部

建 築 保 全 課

（令和　３年　４月）



１．図面の大きさ

使用する図面の大きさは、Ａ1、A2、A3の３種類とする。

図面の大きさの種類

呼び名 寸法　a×ｂ

Ａ1 594×841

Ａ2 420×594

Ａ3 297×420

２．輪郭線

図面には輪郭線を設ける。輪郭線は実線とし、線の太さは1.4mmとする。

輪郭外の余白は20ｍｍ以上とする。

図面を綴る場合は、綴る側にさらに20ｍｍ以上のとじ代幅を設ける。

　　　a=20mm以上(綴じない場合）
　　　a=40mm以上(綴じる場合）
　　　ｂ=20mm以上

 

Ａ列サイズ（第1類)



３．表題欄

３－１．表題欄の位置

　表題欄は図面の右下隅輪郭線に接して記載することを原則とする。

３－２．記載事項

　表題欄の記載事項は、以下の項目を標準とする。ただし、これにより難い場合は別途

基準等にて定めることで、その一部を変更・追加できるものとする。

（工事名) 業務名又は、工事件名を記載する。（英数字は全角）

(図面名) 図面名称を記載する。（英数字は全角）

(作成年月日) 図面を作成した日付を記載する。

(変更年月日) 図面を変更した日付を記載する。

(縮　　尺) 紙出力する際の縮尺を記載する。

(図面番号) 図面番号を記載する。

作成責任者である設計会社もしくは、施工会社名などを記載する。

(契約用図面では無記入)

※松戸市建築保全課が設計の場合は

 　松戸市街づくり部建築保全課とする。

(事業者名) 図面の法的所有者である事業者(事務所)名を記載する。

※建築保全課→松戸市　委託→設計事務所名　

(製　　図) 製図した者を記載する。

(設　　計) 設計した者を記載する。

(照　　査) 図面を照査した者を記載する。

※設計委託の場合　製図、設計、照査の欄は任意とする

３－３．表題の様式

【解説】
・表題欄は、図面の管理上必要な事項、図面内容に関する定型的な事項などをまとめて標

　記するためのものである。記載事項追加のために変更することは可。(幅170mm以下)

・表題欄を見る向きは、図面の正位に一致するようにする。

・図面内に複数の縮尺が存在する場合には、代表的な縮尺を表題欄に記入する。

・平面図、断面図などで表題欄と図形情報が重なる場合には右上隅に記載してもよい。



４．線の太さ・種類

図面枠を除いた図面内で使用する線の太さは細線、太線、極太線の3種類とし

太さの比は1：2：4とする。

線の太さは、図面の大きさや種類により

0.13、0.18、0.25、0.35、0.5、0.7、1.0、1.4、2.0mm　の中から選ぶ。

・図面の大きさ、種類による線グループは以下のとおりとする。
mm

線ｸﾞﾙｰﾌﾟ 細線　　 太線　 極太線 図記号の線

0.25 0.13 0.25 0.50 0.18
0.35 0.18 0.35 0.70 0.25
0.50 0.25 0.50 1.00 0.35
0.70 0.35 0.70 1.40 0.50
1.00 0.50 1.00 2.00 0.70

1 ：　　2 ：　　4

※基本は のグループを使用する。

線の種類

※線の種類はJIS　Z8312：1999　に定義されているものを使用する。
　 用途はレイヤリストを参照。

５． 色
ＣＡＤ製図に用いる基本色の種類は、原則として、黒、赤、緑、青、黄色、マゼンダ、

シアン、白、牡丹、茶、燈、薄緑、明青、青紫、明灰、暗灰の16色とする。

この色はコンピューター画面に表示するときの色であり、用紙に図面として出力

する場合原則として黒で出力する。

（※Auto CAD、JW　Ver5の場合の色番号を参考として記載する。その他はRGBで調色する。)

参考 参考

Ｎo 色名 R G B AutoCAD JW　Ver５
1 黒 Black 0 0 0 7 1
2 赤 Red 255 0 0 1 2
3 緑 Green 0 255 0 3 3
4 青 Blue 0 0 255 5 4
5 黄色 Yellow 255 255 0 2 5
6 マゼンダ Magenta 255 0 255 6 6
7 シアン Cyan 0 255 255 4 7
8 白 White 255 255 255 7 8
9 牡丹 Deeppink 192 0 128 222 9
10 茶 Brown 192 128 64 23 10
11 燈 Orange 255 128 0 30 11
12 薄緑 Lighgreen 128 192 128 83 12
13 明青 Lightblue 0 128 255 150 13
14 青紫 Lavender 128 64 255 171 14
15 明灰 Lightgray 192 192 192 9 15
16 暗灰 Darkgray 128 128 128 8 16



６．文字

CADソフトウェアでは、多くの書体が使用可能なため、データ交換の際に

支障をきたさないような使用フォントを選ぶ。

文字の高さは、2.5、3.5、5、20mmの中から選ぶ。

文字間隔は、隣同士の文字が重ならずはっきり区別できる程度に離す。
　

・フォントは原則としてMSゴシックを使用すること
・英数字は半角を使用すること(全角英字、全角数字は禁止!!)
・ひらがな・カタカナは全角を使用すること(半角カナは禁止!!）

※付属資料の使用文字と使用可能文字を参照すること。

・文字の高さと用途

文字の高さ 主な用途

2.5mm 文字（1）、寸法文字

3.5mm 図タイトル、縮尺、文字（2）

5mm 文字（3）

20mm 表紙タイトル文字

・材料をあらわす文字列

部材の材料を表す文字列は、必ず一つの文字要素で記入する。また
×(掛ける)は半角小文字のxで記入することを原則とする
尚、用いる文字高さは該当する紙図面に出力した際に一定とする。

例) 100x150x25

 
 



７．レイヤリスト 建築レイヤ  
JIS Z8312:1999 線幅(ｍｍ)

分類 内容 線種 基本色 基本幅 E・M色 E・M幅

01-01 図面枠 図面輪郭線 実線 10 1.40 10 1.40
01-02 図中枠・表題欄 図面中の分割線・文字枠 実線 4 0.25 4 0.25
01-03 基準芯 通り芯 一点長鎖線 7 0.13 15 0.13
01-04 柱列記号 通り記号 実線 7 0.13 15 0.13
01-05 補助芯 壁芯、部材芯 一点長鎖線 7 0.13 15 0.13

01-06 寸法・文字建築
通り芯の寸法、壁芯の寸法、
部材寸法、寸法文字 実線 7 0.13 15 0.13

01-07 寸法・文字電気
通り芯の寸法、壁芯の寸法、
部材寸法、寸法文字 実線 7 0.13 7 0.13

01-08 寸法・文字機械
通り芯の寸法、壁芯の寸法、
部材寸法、寸法文字 実線 7 0.13 7 0.13

02-01 室名 部屋の名称 実線 8 0.13 15 0.13
02-02 文字建築 文字一般・引出し線 実線 8 0.13 15 0.13
02-03 文字電気 文字一般・引出し線 実線 8 0.13 8 0.25
02-04 文字機械 文字一般・引出し線 実線 8 0.13 8 0.13
02-05 材料構造表示記号 構造記号(柱、梁、基礎、床等) 実線 8 0.13 15 0.13
02-06 その他記号 建具記号等 実線 8 0.13 15 0.13
03-01 補助図形・線 補助図形・線 破線 2 0.13 15 0.13
03-02 ハッチング 範囲指定ハッチング 破線 7 0.13 15 0.13
03-03 見上げ線 見上げ一般 破線 13 0.13 15 0.13
03-04 見え掛り 見え掛り一般 実線 13 0.13 15 0.13
03-05 割付線 天井割付、ﾀｲﾙ割付、石割付 実線 7 0.13 15 0.13
03-06 その他作図線 　 実線 13 0.13 15 0.13
04-01 柱(下地) 躯体 実線 8 0.13 15 0.13
04-02 躯体壁(下地) 躯体 実線 8 0.13 15 0.13
04-03 梁・床その他(下地) 躯体 実線 8 0.13 15 0.13
04-04 間仕切り LGS、木間仕切り、CB他 実線 3 0.13 15 0.13
05-01 柱(仕上) 石膏ボード・タイル・パネル 実線 6 0.25 15 0.13
05-02 壁(仕上) 石膏ボード・タイル・パネル 実線 6 0.25 15 0.13
05-03 パーテーション パーテーション 実線 3 0.13 15 0.13
05-04 ブース ブース 実線 3 0.13 15 0.13
05-05 階段 階段 実線 3 0.13 15 0.13
05-06 その他仕上 床断面 実線 6 0.25 15 0.13
06-01 窓・ガラリ(枠) 窓・ガラリ(枠) 実線 3 0.13 15 0.13
06-02 窓・ガラリ 窓・ガラリ 実線 3 0.13 15 0.13
06-03 扉･戸・シャッター(枠) 扉･戸・シャッター(枠) 実線 3 0.13 15 0.13
06-04 扉・戸・シャッター 扉・戸・シャッター 実線 3 0.13 15 0.13
06-05 扉・戸・シャッター(軌跡) 扉・戸・シャッター(軌跡) 実線 3 0.13 15 0.13
07-01 敷地境界線 敷地境界線、道路境界線 一点鎖線 4 0.25 15 0.13
07-02 敷地外要素 道路 実線 2 0.13 15 0.13

07-03 外構
フェンス、ブロック塀、地石、
駐車場 実線 2 0.13 15 0.13

07-04 植栽 植え込み 実線 2 0.13 15 0.13
07-05 地図 案内図用地図 実線 4 0.25 15 0.13
08-01 家具本工事 棚 実線 2 0.13 15 0.13
08-02 家具備品 ベット・机 破線 2 0.13 15 0.13
08-03 衛生器具 便器・手洗い 実線 2 0.13 15 0.13
08-04 EV・エスカレーター EV・エスカレーター 実線 2 0.13 15 0.13
08-05 その他設備 手摺 実線 2 0.13 15 0.13

ｺﾝｸﾘｰﾄ 09-01 柱・壁(断面線) 柱・壁(断面線) 実線 6 0.25 15 0.13
(構造図) 09-02 梁・小梁・床版・CB 梁・小梁・床版・CB(見え掛り

線)
実線 16 0.13 15 0.13

09-03 ハッチング 躯体、ALC、モルタル 実線 7 0.13 15 0.13
09-04 鉄筋 鉄筋 実線 3 0.13 15 0.13

鉄骨 10-01 柱・壁(断面線) 鉄骨柱断面、鉄骨梁断面 実線 6 0.25 15 0.13

(構造図) 10-02 梁・小梁・床版・CB
鉄骨梁見え掛り、デッキプ
レート等(見え掛り) 実線 16 0.13 15 0.13

10-03 ハッチング 実線 7 0.13 15 0.13
10-04 鉄筋・アンカーボルト 鉄筋・アンカーボルト 実線 3 0.13 15 0.13

※基本的に上記レイヤに従って作図するものとし、追加する場合は協議した後、分類ごとに追加する。

※基本色・基本幅を使用することを原則とするが、CADソフトによっては電気・機械設計についてE・M色、幅E・M幅を使用してもよい。

家具・設備

外構

建具

仕上

レイヤ名称(数字・文字間は空けないこと)

枠・芯・寸法

文字・記号

その他
作図線

下地



電気レイヤ
JIS Z8312:1999 線幅(ｍｍ

分類 内容 線種 基本色 基本幅 E・M色 E・M幅

30-01 幹線設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25
30-02 動力設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25
30-03 電灯設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25

電気機器 30-04 コンセント設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25
照明・盤 30-05 通信設備機器(1) － 実線 14 0.25 14 0.25

基礎 30-06 通信設備機器(2) － 実線 14 0.25 14 0.25
30-07 防災設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25
30-08 その他電気設備機器 － 実線 14 0.25 14 0.25
30-09 機器基礎 － 実線 14 0.25 14 0.25
30-10 既設機器 － 破線 14 0.25 14 0.25
31-01 幹線設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50
31-02 動力設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50
31-03 電灯設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50
31-04 コンセント設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50

配管配線 31-05 通信設備配管配線(1) － 実線 5 0.50 5 0.50
31-06 通信設備配管配線(2) － 実線 5 0.50 5 0.50
31-07 防災設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50
31-08 その他電気設備配管配線 － 実線 5 0.50 5 0.50
31-09 既設配管配線 － 点線 5 0.50 5 0.50
32-01 幹線設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
32-02 動力設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
32-03 電灯設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
32-04 コンセント設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50

配管配線 32-05 通信設備配管配線(1) － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
（床隠ぺい） 32-06 通信設備配管配線(2) － 跳び破線 5 0.50 5 0.50

32-07 防災設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
32-08 その他電気設備配管配線 － 跳び破線 5 0.50 5 0.50
32-09 既設配管配線 － 点線 5 0.50 5 0.50
33-01 幹線設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50
33-02 動力設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50
33-03 電灯設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50
33-04 コンセント設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50

配管配線 33-05 通信設備配管配線(1) － 破線 5 0.50 5 0.50
（露出） 33-06 通信設備配管配線(2) － 破線 5 0.50 5 0.50

33-07 防災設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50
33-08 その他電気設備配管配線 － 破線 5 0.50 5 0.50
33-09 既設配管配線 － 点線 5 0.50 5 0.50
34-01 火災報知設備警戒区域境界線 － 一点長鎖線 5 0.50 5 0.50
35-02 非常警報設備報知区域境界線 － 二点長鎖線 5 0.50 5 0.50
35-03 ガス漏れ警戒区域境界線 － 二点長鎖線 5 0.50 5 0.50
35-04 撤去 － 直線 5 0.50 5 0.50

※基本的に上記レイヤに従って作図するものとし、追加する場合は協議した後、分類ごとに追加する。

※基本色・基本幅を使用することを原則とするが、CADソフトによっては電気・機械設計についてE・M色、幅E・M幅を使用してもよい。

（天井隠
ぺい）

区域境界線

レイヤ名称(数字・文字間は空けないこと)



機械レイヤ
JIS Z8312:1999

分類 内容 線種 基本色 基本幅 E・M色 E・M幅

60-01 空調設備機器 空調機器室外機室内機等 実線 11 0.25 11 0.25
60-02 換気設備機器 － 実線 11 0.25 11 0.25
60-03 排煙設備機器 － 実線 11 0.25 11 0.25
60-04 自動制御設備機器 － 実線 11 0.25 11 0.25
60-05 衛生設備機器 便器　洗面器　シンク等 実線 11 0.25 11 0.25
60-06 消火設備機器 － 実線 11 0.25 11 0.25
60-07 昇降機設備機器 － 実線 11 0.25 11 0.25
60-08 ポンプ設備機器類 － 実線 11 0.25 11 0.25

60-09 その他機械設備機器
ガスメーター　量水器　水槽
類

実線 11 0.25 11 0.25

60-10 既設機器 － 破線 14 0.25 14 0.25
61-01 冷水、温水、冷温水配管 送り・返り共　関係バルブ 実線 5 0.50 5 0.50
61-02 冷却水配管 送り・返り共　関係バルブ 実線 5 0.50 5 0.50
61-03 蒸気配管 送り・返り共　関係バルブ 実線 9 0.50 9 0.50

61-04 油配管
送り・返り・通気共　関係バ
ルブ含む

実線 9 0.50 9 0.50

61-05 冷媒配管 送り・返り共 実線 5 0.50 5 0.50
61-06 膨張管 － 実線 9 0.50 9 0.50
61-07 補給水管 － 実線 5 0.25 5 0.25
61-08 ドレン管 － 実線 9 0.50 9 0.50
61-09 その他の空調配管 － 実線 9 0.50 9 0.50
61-10 既設空調配管 － 破線 14 0.25 14 0.25
62-01 給水配管(上水) 関係バルブ共 実線 11 0.25 11 0.25
62-02 給湯配管 送り・返り共　関係バルブ 実線 14 0.25 14 0.25
62-03 井水中水配管 - 実線 11 0.25 11 0.25
62-04 排水配管(汚水)単線 － 実線 9 0.50 9 0.50
62-05 排水配管(汚水)複線 - 実線 9 0.25 9 0.25
62-06 排水配管(雑排水)単線 － 実線 9 0.50 9 0.50
62-07 排水配管(雑排水)複線 - 実線 9 0.25 9 0.25
62-08 雨水配管 － 実線 9 0.50 9 0.50
62-09 特殊排水管 － 実線 9 0.50 9 0.50
62-10 通気管 － 破線 11 0.25 11 0.25
62-11 ガス配管 － 実線 12 0.25 12 0.25
62-12 その他の衛生配管 - 実線 11 0.25 11 0.25
62-13 既設衛生配管 － 破線 14 0.25 14 0.25
63-01 ヘッド類器具 － 実線 14 0.25 14 0.25
63-02 消火栓配管 屋内・屋外 実線 14 0.25 14 0.25
63-03 連結送水管配管 － 実線 14 0.25 14 0.25
63-04 連結散水管配管 － 実線 14 0.25 14 0.25
63-05 スプリンクラー配管 － 実線 14 0.25 14 0.25
63-06 その他の消火配管 粉末、泡消化類 実線 14 0.25 14 0.25
63-07 既設消火配管 破線 14 0.25 14 0.25
64-01 空調ダクト － 実線 12 0.25 12 0.25
64-02 換気ダクト － 実線 12 0.25 12 0.25
64-03 排気ダクト － 実線 12 0.25 12 0.25

64-04 ダンパー類
ダンパー・チャンバー類・フレキ
類

実線 12 0.25 12 0.25

64-05 その他のダクト － 実線 12 0.25 12 0.25
64-06 既設ダクト・ダンパー 破線 14 0.25 14 0.25
65-01 空調設備配管配線 － 実線 14 0.25 14 0.25
65-02 衛生設備配管配線 － 実線 14 0.25 14 0.25
65-03 自動制御設備配管配線 － 実線 14 0.25 14 0.25
65-04 昇降機設備配管配線 － 実線 14 0.25 14 0.25
65-05 その他の配管配線 － 実線 14 0.25 14 0.25

※基本的に上記レイヤに従って作図するものとし、追加する場合は協議した後、分類ごとに追加する。

※基本色・基本幅を使用することを原則とするが、CADソフトによっては電気・機械設計についてE・M色、幅E・M幅を使用してもよい。

配管配線

消火配管

衛生配管

レイヤ名称(数字・文字間は空けないこと)

空調配管

機械機器

ﾀﾞｸﾄ
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ等



改定履歴

平成18年4月 初版

平成19年2月 3-2表題欄記載事項の変更
6文字の種類を削減
7レイヤの変更

令和3年2月 表紙の課名を変更
3.表題欄 3-2記載事項の工事名・図面名に（英数字は全角）を追加
3.表題欄 3-2記載事項の設計の課名を変更

令和3年4月 表紙の題名（案）を削除
3.表題欄 3-3表題の様式の課名を変更



1.事業名称

2.事業場所

3.説明事項

・令和6年度予算要求に伴い、工事費の概算を9月中旬までに提示すること。

・仕様や材料など、担当課と十分協議し設計を進めること。

・受注者は、月１回以上定例会を実施し（再委託を行う場合は全ての下請負人と実施）、

　議事録を作成の上、進捗状況報告書に添付し提出すること。

＜注意事項＞

落札者は契約締結後、書式データ・図面データ等をお渡しするのでCD-RW等を

建築保全課へ持参すること。

提出書類は松戸市建築工事提出書類等一覧表による。

現場説明書

松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務委託

松戸市六高台五丁目１６６番地の１



案内図　S=1:2500

〈凡例〉　　　　　工事場所を示す

配置図　S=1:500

〈凡例〉　　　　　:工事箇所を示す

松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務委託

工事場所　松戸市六高台五丁目１６６番地の１

B A

S3

S2

A-011 : 2500

製図

　松戸市

　松戸市街づくり部建築保全課

設計照査

事業者名

設計

縮尺

作成年月日

図面名

工事名

図面番号

上坂上坂花川

変更年月日

1 :  500

松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務

委託

令和5年4月

案内図・配置図
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A-021 : 100

製図

　松戸市

　松戸市街づくり部建築保全課

設計照査

事業者名

設計

縮尺

作成年月日

図面名

工事名

図面番号

上坂上坂花川

変更年月日

松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務

委託

令和5年4月

平面図
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《 松戸市設計業務委託提出書類等一覧表 》（2021.4） 

 

１．委託名称  松戸市立六実中学校トイレ改修工事に伴う設計業務委託            

 

２．委託場所  松戸市六高台五丁目１６６番地の１                         

 

３．履行期間   令和  年  月  日 から 令和 ６年 ２月 ９日 まで 

 

４．CADデータの貸与   ■有  □無 

 

松仕： 建築設計業務委託共通仕様書 （松戸市） 

共仕： 公共建築設計業務委託共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 

摘 要 様式 部数 基準等 

提出責任者 

※記入無は 

管理技術者 

 

■ 業務計画書 

   担当者一覧 

業務工程表 

 

【契約後14日以内】 

 

報告 

 

1 

 

松仕3.8 

共仕3.5 

 

代表者 

 

■ 管理技術者選任通知書 

（契約時に提出したものの写し） 
 資格証の写し 

【契約後14日以内】 

 

報告 

 

1 

 

松仕3.5 

共仕3.10 

 

 

■ 再委託承諾願い 
 

承諾 1 共仕3.7 代表者 

■ 各種調査計画書 
※調査内容は特記による。 

 

承諾 1   

■ 各種調査報告書 
 

報告 1   

■ 関係官公庁への手続き等 
※関係官庁等から交渉を受けた場合には、必要な協議

を行うこと。 

 

報告 

 

1 

 

松仕3.10 

共仕3.13 

 

 

■ 打合せ及び記録 
※内容を書面に記録し、相互に確認する。 

報告 

 

1 

 

松仕3.7 

共仕3.14 

 

 

■ 進捗状況報告書 
※半月毎、今回と次回予定を記したもの 

 

報告 1   

■ 設計業務の成果物 
 

特記仕様書に

よる 

松仕3.11 

共仕3.19 

代表者 
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